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埼玉県警察の組織

埼玉県公安委員会

埼玉県警察
（警察官11,524 人　一般職員 1,111 人）
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交通機動隊
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装 備 課

組織犯罪対策課
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薬物銃器対策課
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サイバー局
サイバー対策課
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公安第一課
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外 事 課
機 動 隊
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自動車警ら隊
鉄道警察隊

生活安全総務課
人身安全対策課
少 年 課
保 安 課
生活経済課
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認知件数・被害額の推移

犯行の手口（令和 4年中）

被害者の年齢・性別（令和 4年中）

被害の主たる交付形態別割合

１　被害状況

特集1　特殊詐欺を中心とした犯罪の発生状況及び抑止対策

特殊詐欺の現状と対策１

オレオレ詐欺

555件

( 40. 0%)

架空料金請求詐欺

61件

( 4. 4%)融資保証金詐欺

3件

( 0. 2%)
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( 18. 2%)その他
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( 0. 2%)

キャッシュカード
詐欺盗

240件
( 17. 3%)
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273件

( 19. 7%)
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特殊詐欺：被害者に電話などで対面することなく信用させ、指定した口座への振込み等の方法により、不特定多数の者から現金等を
　　　　　だまし取る犯罪(現金等を脅し取る恐喝及びキャッシュカード詐欺盗を含む)の総称
　　注１：被害額は、だまし取られるなどしたキャッシュカードによって不正に引き出された金額を含む
　　注２：令和４年中の数値は暫定値

被害防止件数・金額の推移 

 

特殊詐欺被害防止コールセンターによる注意喚起
 

２　被害防止対策

　金融機関やコンビニエンスストアなどにおいて、だま
されている可能性のある人に声をかけてもらい、被害を
水際で防止しています。令和４年は、被害防止件数が過
去最多となりました。

　認知件数・被害額ともに令和２年以降増加してい
ます。

　受け子が被害者宅等を訪問する現金手交、カード手
交・窃取型の被害が増加しています。

　県警察では、民間業者に委託して特殊詐欺被害防止
コールセンターを開設し、電話で直接県民や金融機関
に対して、注意喚起と被害防止対策の案内を行ってい
ます。
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キャッシュカード被害が
４割を占める
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検挙件数・人員の推移 職務質問による検挙活動（訓練） 

 

=     

 

コ ラ ム

３　主な検挙対策

　職務質問や県民の協力による「だまされたふり
作戦」、犯行拠点の摘発等による検挙活動を推進
しています。

　令和４年中の特殊詐欺被害の９割が、詐欺犯人からの電話
に出たことがきっかけとなって発生しています。
　県警察では、被害を防止するため「在宅時でも留守番電話
に設定する」、「防犯機能付き電話を利用する」など、犯人
からの電話に出ない対策の広報啓発を図っています。
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１　認知件数・検挙件数、検挙率の推移

乗り物盗の発生状況等及び抑止対策２
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認知件数 747 630 460 493 606
検挙件数 136 234 449 180 236
検挙率 18.2% 37.1% 97.6% 36.5% 38.9%

認知件数 17,026 15,143 10,413 8,563 10,371
検挙件数 856 930 700 539 663
検挙率 5.0% 6.1% 6.7% 6.3% 6.4%
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２　被害防止対策

３　自動車盗の主な検挙・予防対策

注意喚起のためのストライプを活用した広報啓発活動 茨城県警との自動車盗難被害防止合同キャンペーン 

　自動車盗が増加傾向にあった県東部において、茨
城県警察との被害防止合同キャンペーンを開催しま
した。

　自転車に注意喚起のためのストライプを取り付
け、被害実態の周知及び確実な施錠を呼びかける活
動を行っています。

押収したＣＡＮインベーダー
～自動車盗犯行ツール～

防犯指導ひまわりの自動車盗難被害防止啓発動画 

　幅広い世代に自動車盗の被害防止対
策を周知するため、最新手口等を紹介
した動画を作製し、公開しています。
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YouTube

著名人を採用した自転車盗難被害防止啓発動画

　埼玉県出身の著名人を採用した自転
車盗難被害防止啓発動画を作製し、動
画サイト等で公開しています。

YouTube

⑴　主な検挙
　ＣＡＮインベーダーを利用した、高額自動車
を対象とした窃盗（自動車盗）事件について、防
犯カメラの解析や各種捜査を推進して犯行グ
ループを検挙しています。

⑵　予防対策
　ハンドルロックの装備や、車両が解錠された際のアラーム機能の設置、防犯カメラの設置、セン
サーライトの設置、ＧＰＳ装置の設置など複数の防犯対策が効果的です。
※ＧＰＳ装置の設置により、盗まれた車両が発見された例もあります。

【ＣＡＮインベーダー】
　ＣＡＮインベーダーは、自動車のエンジン
等を制御するネットワークシステムに侵入
し、ドアロックを解除してエンジンを起動さ
せてしまう装置です。この装置を利用して自
動車を盗む手口が増加しています。
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歩行者が関係する交通事故発生状況等１

特集２　横断歩行者の優先意識の定着化に向けた取組

１　歩行者が関係する交通事故発生状況
　交通事故死者数は減少傾向にある一方で、歩行
者の死者数は横ばいで推移しています。令和４年
中の歩行者死者は 49 人で、状態別で最多でした。
　歩行者死者の特徴としては、年齢層別では 65
歳以上の高齢者が 40 人で８割を占めるほか、事
故類型別では道路横断中が 30 人で６割を占めて
います。

　日本自動車連盟（ＪＡＦ）が「信号機のない横断
歩道」において、歩行者が渡ろうとしている場面
での車の一時停止率について、全国で実態調査を
実施しており、令和４年の埼玉県における車の一
時停止率は34.5パーセントで、前年の23.6パーセン
トから10.9ポイント上昇したものの、全国平均の
39.8パーセントよりは下回っている状況です。

歩行者死者の推移（５年間）

信号機のない横断歩道における停止率調査の推移
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歩行者ファースト路線での活動状況

 

　交通事故分析システムは、交通事故情報と交通
取締り情報、交通規制情報、その他外部から取り
込んだ交通事故の遠因となり得る情報を地図上で
重ね合わせて、「見える化」し、多角的な視点か
らの分析を可能としました。これにより、歩行者
事故の多発場所を特定するなどして発生状況に
応じた交通事故防止対策を推進していくことが
できます。

交通事故分析システムの活用状況
１　交通事故分析システムの活用

　警察署ごとに交通事故分析に基づき強化路線（歩
行者ファースト路線）を指定して、集中的かつ重点
的な活動を展開しています。路線の指定に伴い、
警察署において横断歩道の需要実態、道路環境の
状況に応じた対策メニュー（広報啓発、安全教
育、指導取締り及び交通安全施設の整備等）を選
定し、活動効果の定期的な検証を実施しながら、
継続的に推進しています。
　令和４年12月末現在で県下39警察署51路線、総
延長81.3㎞を指定しています。

２　歩行者ファースト路線の運用

ＫＥＥＰ３８プロジェクトの浸透キャンペーン

 

　横断歩道における歩行者優先意識の更なる浸透
を図るため、シンボルマーク（ＫＥＥＰ３８）を考
案し、シンボルマークを通じた道路交通法第38条
の正しい理解、その遵守を表明して模範運転を実
践するなど、歩行者優先の気運を高めるための各
種取組みを、プロジェクト賛同事業所と連携しな
がら推進しています。
※道路交通法38条は、「横断しようとする歩行者
がいる場合の横断歩道手前での減速義務」と
「歩行者優先義務」が明記されています。

※賛同事業所数723事業所（令和４年12月末現在）

３　歩行者優先ＫＥＥＰ３８プロジェクト

横断歩道における歩行者対策２
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運転者に対する啓発チラシ

反射材の直接取付活動

コ ラ ム

　交通事故死者における高齢歩行者の割合が
高い現状を踏まえた反射材の取付活動や、高齢
者の交通事故が多発し、かつ高齢者が多く居住
する地域において世帯訪問活動を実施して注
意喚起を行っています。
　運転者に対しては、高齢者の動きを予期して
思いやりのある運転をするよう、チラシ等を活
用した啓発活動を実施しています。

　手を上げるなどして運転者に横断する意思表示
を明確に伝えること（ハンドサイン）、横断中も周
りに気を付けることなど、道路横断時の安全行
動を促進するため、歩行者が安全に横断するた
めのポイントとして、合図の英語表記である
「サイン（ＳＩＧＮ）」と関連付けたキーワードに
より、分かりやすい安全教育を行っています。

ハンドサインの啓発活動

ハンドサインによる交通安全教育
道路横断時の安全行動

イメージキャラクター「ＳＩＧＮ（サイン）ちゃん」

４　道路横断時の安全行動「サイン（ＳＩＧＮ）」による安全教育

世帯訪問活動実施状況
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２　県内市区町村別人口 1,000 人当たりの刑法犯認知件数（令和 4年中）

 

１　刑法犯認知件数等の推移

警察事象と警察力１

県下25.7件

 

刑法犯の認知件数は、ほと
んどの市区町村で、１０件
未満となりました。

県下5.7件

Ⅰ　犯罪情勢と治安回復に向けた警察の取組
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３　警察官定数（令和４年度条例定数）

４　警察官１人当たりの負担状況（令和４年度条例定数）
⑴　人口（令和４年４月１日現在推計人口）

⑵　刑法犯認知件数（令和４年中）

５　警察官１人当たりの刑法犯検挙件数（令和４年度条例定数）

 
 

順位
都道府県 警視庁 大阪 神奈川 愛知 兵庫 埼玉 福岡 千葉
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１　優秀な人材の採用

■令和５年度埼玉県警察官採用試験日程

２　女性の活躍を推進する職場環境づくり

警察力の最大限の発揮に向けた基盤の強化  ２

パパ・ママ子育て研修

 
コ ラ ム

　県警察では、ＳＮＳ等のウェブツールを活用、感染症対策を講じながらセミナーを積極的に開
催するなどして、警察職員という職業の魅力を発信し、優秀な人材の採用に向けた警察職員の採
用募集活動を推進しています。

　県警察では、能力や経験等に応じた人事配置、キャリア形成支援、仕事と子育て等の両立支
援、ハラスメント防止対策等、女性職員の活躍を推進する職場環境づくりを行っています。
　特に仕事と子育て等の両立支援については、男性が家
事・育児を担うことの必要性を認識させることを目的と
した研修を開催したほか、育児休業取得者の体験談を紹
介しました。
　また、警察署の警察官に対する育児休業支援要員派遣
制度により、育児休業を取得しやすい環境を醸成してい
ます。

　県警察では、双方向通信が可
能なオンライン形式による個
別相談会やセミナーの開催を
行っています。また、採用試験
や各種採用イベントに関する
情報を県警ホームページに掲
載するほか、Instagram や
Twitter 等の SNS でも情報配
信をしています。

第１次試験日
最終合格発表日試験区分 申込受付期間

5／14（日）

8／18（金）

第
１
回
試
験

第
２
回
試
験

Ⅰ類（男性・女性）
Ⅱ類（男性・女性）
Ⅲ類（男性・女性）
国際捜査Ⅰ類（中国語・ベトナム語・トルコ語）
武道・体育指導Ⅰ類（柔道・剣道）
サイバー犯罪捜査Ⅰ類
サイバー犯罪捜査Ⅱ類

9／17（日）

12／22（金）

3／1（水）
～

4／7（金）

Ⅰ類（男性・女性）

※埼玉県警察事務職員採用試験日程については、埼玉県人事委員会事務局ホームページを参照ください。

Ⅱ類（男性・女性）
Ⅲ類（男性・女性）
武道・体育指導Ⅰ類（柔道・剣道）

7／13（木）
～

8／23（水）

個別相談会 Instagram Twitter

対面・オンライン個別
相談会の予約受付中！

↓お申込み
＃埼玉県警察採用センター
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◇ 警察署地域部門への重点配置
◇ サイバー犯罪対策の強化
◇ 人身安全関連事案の対処体制
の確保

◇ 特殊詐欺対策の強化
◇ 国際テロ対策の強化　等

合 計 2,895人

増 員 配 置

現場の警察力を強化

３　警察官の増員
 

 

 
 

４　組織の整備
 

５　会計年度任用職員による現場執行力の強化

 

６　施設の整備

最近の主な組織の整備状況

※令和4年度の組織整備はなし

 

特殊詐欺抑止対策員の活動状況（イメージ） 

少年課児童虐待対策室（新設）
交通総務課交通指導室（新設）
外事課外事対策室（名称変更）
交通指導課交通反則通告センター（移管）
警備課航空隊（移管）
オリンピック・パラリンピック対策課（廃止）

令和２年度
生活安全部
交　通　部
警　備　部
交　通　部
警　備　部
警　備　部

令和３年度

　国（警察庁）は、全国的な治安の悪化に対
応するため、平成 13 年度から平成 29 年度
までの間、警察官を計画的に増員し、本県に
は、全国最多となる 2,895 人の増員が措置さ
れました。
　しかし、依然として本県警察官一人当た
りの負担が高いことから、国に対して警察
官の増員を要望しています。

　治安情勢の変化に的確に対応するため、
必要に応じて組織の見直し、体制整備を
図っています。

　警察官を可能な限り現場へシフトするため、交番に
おいて各種相談、遺失・拾得届の受理等を行う交番相
談員、金融機関等で詐欺被害の未然防止活動を行う特
殊詐欺抑止対策員、中学校での非行防止活動を支援す
るスクール・サポーター等の会計年度任用職員を配置
しています。

⑴　警察庁舎の整備
　今後、著しい増加が予想される高齢運転者に対して、高齢者講習や認知機能検査を円滑、適正に
実施するため、運転免許本部高齢者講習施設（仮称）の新築工事に着手しました。また、川口市内の
治安情勢等に的確に対応するため、川口市北東部地域に新設する川口北警察署庁舎（仮称）の基
本設計を行いました。
　令和５年度は、運転免許本部高齢者講習施設（仮称）の完成に向けての工事及び越谷警察署の改
築工事を進めるとともに、川口北警察署庁舎（仮称）の実施設計を行います。
⑵　交番等の改築
　老朽・狭あいが著しい交番・駐在所の整備を優先的に進め、令和５年度は、交番４か所、駐在所
３か所の改築を計画的に進めます。

警察官の増員状況と配置
平成13～19年度

平成21年度
計2,425人

63人
平成22年度 91人
平成23年度 79人
平成24年度 23人
平成25年度 25人
平成27年度 61人
平成28年度 64人
平成29年度 64人
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Ⅱ　安全で安心して暮らせるまちづくり

"
１　地域安全活動の推進

 

  防犯のまちづくり １ 

  

 環境浄化活動（落書き消し） 

　県警察では、地域における犯罪を未然に防止し、安全安心を実感できる地域社会を実現していく
ため、地域住民や事業者、自治体とともに「防犯のまちづくり」に取り組んでいます。

研修会におけるパトロール実習

青色回転灯等装着車によるパトロール活動

県、県警察と事業者等による協定の締結

ヤング防犯ボランティア「クリッパーズ」
の広報啓発活動

⑴　自治会等による自主防犯活動の支援
　県内では、令和４年12月末現在、5,965団体の自主防犯活動
団体が活動しています。
　県警察では、これらの団体に対し、犯罪の発生状況や防
犯情報を提供しているほか、警察官との合同パトロール
や、研修会の開催、活動マニュアルの整備等の支援を行っ
ています。

⑵　青色回転灯等装備車によるパトロールの支援
　青色回転灯等を装備した車両による青色防犯パトロール
は、自治体や自主防犯活動団体等からの申請に基づき、県警
察本部長が証明することにより実施することができます。
　県内では、令和４年12月末現在、762台が活動し、登下校
の見守り活動等を実施しており、青色防犯パトロールに必要
な情報の提供や事案対応の指導などの支援を行っています。

⑶　若い世代の参加促進を図る環境づくり
　若い世代の自主防犯活動への参加促進を図り、将来におけ
る自主防犯活動の一層の活性化と定着化を促進することを目
的に、県内に通学・勤務又は居住する若者をヤング防犯ボラ
ンティア「クリッパーズ」のメンバーとして委嘱し、各種防
犯ボランティア活動への積極的な参加を呼びかけています。

⑷　地域安全協定の締結
　県民生活の安全を確保するため、地域を巡回する事業者、
団体等と「不審者を目撃した場合の通報、保護を必要とする
子供・高齢者の救護、防犯に関する広報啓発活動への協力、
特殊詐欺等の犯罪被害者を把握した場合の声かけ」などを内
容とする地域安全協定を積極的に締結しています。
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２　地域安全情報の発信
⑴　自治体等と連携した情報発信

⑵　メール・ＳＮＳ・インターネットを活用した情報発信（県民の皆様に、迅速に情報発信）

３　安全な環境づくりの推進
街頭防犯カメラの設置状況 強盗模擬訓練の実施状況 防犯診断の実施状況

県警察ホームページの
メールマガジン登録画面

県警察メールマガジン Ｔｗｉｔｔｅｒ Ｙａｈｏｏ！防災速報Ｆａｃｅｂｏｏｋ

コ ラ ム

　県警察ホームページでは「重要凶悪犯罪等の情報」、「防犯対策等の情報」、「路上強盗等の犯
罪や不審者情報の発生場所等を搭載した事件事故発生マップ」を掲載しています。

⑶　その他の情報発信
　新聞社の協力による防犯折り込みチラシの配布、子供や女性、高齢者等対象に応じて作成した広
報紙の関係機関・団体を通じた配布により県民の皆様に情報を発信しています。

　県警察では、安全な環境づくりを推進するために、防犯カメラの設置場所の選定
等に必要な情報提供や助言を行っているほか、強盗模擬訓練や防犯診断を通じて事
業者における防犯意識の高揚を図っています。

通報等

・ インターネットツール
・ 現場広報

高齢者等へ
の伝達支援

・ 防災行政無線
・ 防災メール　
　　　　　　等

犯罪等の発生又は発生のおそれ

地域住民

・ メールマガジン
・ Twi t te r
・ Facebook
・ Yahoo !防災速報
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　県民から寄せられる警察安全相談等の令和４年中の新規受理件数は、15 万 6,422 件で、前年と比
べて 1,931 件（1.2 パーセント）増加しました。

　県民から寄せられる警察安全相談等に適切に対応するため、警察本部に「けいさつ総合相談セ
ンター」を、各警察署には「警察安全相談室」を設置し、相談窓口の一元化を図っています。ま
た、けいさつ総合相談センターに、県民からの相談窓口電話として、警察相談専用ダイヤル
「＃９１１０」を設置しています。

１　警察安全相談等受理状況
 

２　警察安全相談等の受理体制

シャープ キュウ イチ イチ マル

警察安全相談等への対応 ２

電話相談（相談センター） 面接相談（イメージ） ＃９１１０の啓発活動

取扱件数の推移 相談内容（令和４年中）

 
コ ラ ム

　緊急を要さない相談や要望は、110 番では
なく警察相談専用ダイヤル「＃9110」を利用
して下さい。ダイヤル回線及び一部のＩＰ電話
等は利用できない場合がありますので、その際
は、048-822-9110 へおかけください。（24時
間受付、夜間及び土曜日・日曜日・祝日・年末
年始は警察本部当直員が対応します。）

H30 R元 R2 R3 R4

140,793 140,968
144,549

154,491 156,422

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

（件）

パトロール等

2,973件

（1.9%）

交通指導取締り

6,550件

（4.2%）

少年問題・児童虐待

9,622件

（6.2%）

民事問題

8,495件

（5.4%） 事件相談

9,842件

（6.3%）

迷惑行為

14,044件

（9.0%）

家事問題

25,202件

（16.1%）

防犯問題

54,017件

（34.5%）

その他

25,677件

（16.4%）
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事件発生

重大事案への

発展を回避

被害者の
安全確保

違法行為
の検挙

警
察
署
と
連
携

迅
速
的
確
な
対
応

初
動
捜
査
の
徹
底

指 揮 本 部 長（ 警 察 本 部 長 ）

幕 僚

副本部長 関 係 部 長

関 係 参 事 官

本 部 員 関 係 所 属 長 等

初動指揮班（24時間体制）

統括指揮官
指揮補佐官

埼玉県警察人身安全初動指揮本部

班 員

危険性
切迫性
の判断

ストーカー事案取扱いの推移

　「人身安全関連事案」とは、ストーカー事案、ドメスティック・バイオレンス (ＤＶ) 事案、行方
不明事案、児童・高齢者・障害者虐待事案等、人身の安全を早急に確保する必要が認められる事
案です。
　人身安全初動指揮本部では、重大事案に発展する危険性・切迫性を判断し、これに基づき行為
者の事件検挙、行政措置、被害者の保護対策等必要な措置を速やかに講じるなど、警察署と連携
して被害の未然防止に努めています。

１　人身安全関連事案への対応

⑴　ストーカー対策
　令和４年中のストーカー事案の相談受
理件数は1,040件でした。
　ストーカー事案を認知した際は、被害
者の安全確保を最優先に考えた保護対策
を実施するとともに、行為者に対して
は、ストーカー行為等の規制等に関する
法律及びその他法令を適用した検挙、同
法律に基づく禁止命令、警告等を実施
し、被害の拡大防止を図っています。

２　ストーカー・ＤＶ対策の推進
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者の事件検挙、行政措置、被害者の保護対策等必要な措置を速やかに講じるなど、警察署と連携
して被害の未然防止に努めています。

１　人身安全関連事案への対応

⑴　ストーカー対策
　令和４年中のストーカー事案の相談受
理件数は1,040件でした。
　ストーカー事案を認知した際は、被害
者の安全確保を最優先に考えた保護対策
を実施するとともに、行為者に対して
は、ストーカー行為等の規制等に関する
法律及びその他法令を適用した検挙、同
法律に基づく禁止命令、警告等を実施
し、被害の拡大防止を図っています。

２　ストーカー・ＤＶ対策の推進
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⑵　ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）対策
　令和４年中の配偶者等からの暴力（ＤＶ）相談受理
件数は 6,096 件で、前年と比べて 36 件減少してい
ます。
　ＤＶ相談を受理した際は、相談者の安全を最優
先に、保護対策や防犯指導を実施するとともに、
加害者に対する指導、警告及び検挙等、相談者の
立場に立った対策を推進しています。
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3　子供と女性の犯罪被害防止
　令和４年中、子供に対する声かけ事案の件数
は、2,782件でした。
　また、令和４年中、強制性交等及び強制わいせ
つの認知件数は433件で、うち18歳以下の子供の被
害は166件でした。
　子供や女性を対象とする性犯罪等の発生を未然
に防止するため、その前兆行為と捉えられる声か
け事案や、つきまとい行為等の段階で行為者を特
定して検挙又は指導・警告を行う『先制・予防的
活動』を積極的に実施しています。

（件）（件）

犯罪被害を防止するためのポイント

【子供の被害防止】
１　ひとりにならない

２　ついていかない

３　大きな声で助けを呼ぶ

４　だれとどこで何時まで
　　遊ぶか家の人に話す

【女性の被害防止】
１　ひと気のない通りでは、時々後ろを振り返り注意
　　を払う
２　スマートフォンを操作しながら、イヤホンで音楽
　　を聴きながら等「ながら歩き」はしない
３　在宅時でも玄関ドアは施錠し、就寝時は窓等の施
　　錠をしっかりと確認する
４　来訪者の際はすぐにドアを開けず、インターホンや
　　チェーンなどを利用して、用件や相手を確認する

※声かけ事案：子供に対し、犯罪には至らないが
「声をかける」、「後をつける」等の行為
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少年非行防止等総合対策４

1　県内の少年非行情勢
⑴　刑法犯少年の推移
　刑法犯で検挙・補導した少年は年々減少傾向で推移しており、令和４年中は、921人で、前年
と比べて17人(1.8パーセント)減少し、戦後最少となっています。
　また、学職別では、高校生が324人(構成比35.2パーセント)で最も多く、次いで中学生が212人
(構成比23.0パーセント)となっています。

⑵　少年の再犯者
　少年の再犯者とは、刑法犯で検挙された14歳以上
の少年(犯罪少年)のうち、過去に非行を犯した少年
をいいます。
　令和４年中の少年の再犯者は、239人で、前年と比
べて47人減少しました。
　少年の再犯者の割合は31.3パーセントで前年と比べ
て4.5パーセント減少しました。

⑶　不良行為少年
　喫煙や深夜はいかい等の不良行為で補導した少年
は年々減少傾向で推移していましたが、令和４年中
は１万5,313人で、前年と比べて763人(5.2パーセン
ト)増加しました。
　行為別にみると、深夜はいかいが最も多く6,754人
(構成比44.1パーセント)、喫煙が1,434人(構成比9.4
パーセント)で、この２つの行為種別で全体の約５割
を占めています。

少年の再犯者（刑法犯）の推移
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2　総合的な非行防止対策の推進
　少年の非行防止、健全育成を図るため、「少年サポートセンター」を拠点に各警察署ととも
に、少年補導員、スクール・サポーター、少年警察ボランティア及び関係機関・団体と緊密に連
携した街頭補導、非行防止教室、立ち直り支援活動、少年相談活動等の総合的な非行防止対策を
推進しています。

街頭補導活動（イメージ） 非行防止教室

立ち直り支援活動（製作体験） 少年相談活動（イメージ）

スクール・サポーターによる校内巡回 少年警察ボランティアによる挨拶運動
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コ ラ ム

ひとりで悩んでいませんか？
埼玉県警察少年サポートセンターでは、少年や保護者等からの非行やいじめ、犯罪

被害等の少年問題に関する心理面の相談(カウンセリング等)を受け付けています。
　公認心理師等の資格を有する専門職員がカウンセリングを担当し、心理テスト等
を活用して、その結果に基づいた指導・助言を行っています。
　○　相談先　☎　048-865-4152 （保護者等用）
　　　　　　　☎　048-861-1152 （少年用（ヤングテレホンコーナー））
　　　　　　　月～金　（祝休日、年末年始を除く）　
　　　　　　　8:30～17:15　「面接は要予約」

3　少年の保護総合対策
⑴　児童虐待防止対策
　県警察では、児童相談所との情報共有の更なる強化、援助要請への確実な対応等、関係機関と
連携した児童虐待の早期発見、児童の安全確認と安全確保を最優先とした対応の徹底を図ってい
ます。また、児童相談所との立入調査、臨検・捜索を想定した合同訓練や児童虐待防止キャン
ペーンなどの広報啓発活動を実施しています。

心理的虐待
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(74.7% )

身体的虐待
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(14.3%)

怠慢又は

拒否
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児童虐待通告人員の内訳
（令和４年中）

児童相談所との合同訓練 児童虐待防止キャンペーン
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《令和４年中の主な検挙》
●　少年被疑者らによる量販店を対象とした連続集団窃盗事件
●　被害児童多数の児童買春、児童ポルノ製造等事件

（少年捜査課、加須署）
（少年捜査課、川越署）

⑵　少年の福祉を害する犯罪
　福祉犯罪とは、児童買春や児童ポルノをはじめとする少年の福祉を害する犯罪をいいます。　
　福祉犯罪の検挙件数及び検挙人員は増減を繰り返しながら推移しています。
　法令別でみると、令和４年中は、青少年健全育成条例違反の検挙件数が176件(構成比37.8パー
セント)、検挙人員が121人(構成比45.8パーセント)、児童買春・児童ポルノ法違反の検挙件数が
252件(構成比54.2パーセント)、検挙人員が108人(構成比40.9パーセント)となっており、この２
つの法令で福祉犯罪全体の検挙件数、検挙人員ともに約９割を占めています。

コ ラ ム

インターネットを通じた少年の犯罪被害防止
　《Twitterにおける広報啓発活動》
　県警察では、ＳＮＳに起因する子供の性被害防止の
ための取組として、被害が多いTwitterにおいて広報
啓発を実施しています。
公式アカウント　埼玉県警察本部少年課＠spp_syounen

  《非行防止指導班「あおぞら」の動画配信》
　非行防止指導班「あおぞら」が、インター
ネットの適正な利用方法や被害事例をもとにし
た犯罪被害防止の動画を作成し、YouTube（埼
玉県警察公式チャンネル）に配信しています。 YouTube
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風俗・経済・環境事犯の検挙5

1　繁華街・歓楽街総合対策の推進
　県警察では、県内の繁華街・歓楽街が安全で安心して利用できる場所となるよう、風俗関係事
犯の取締りや関係機関等と連携した各種対策を推進しています。

⑴ 風俗関係事犯の取締り
　客引き等の迷惑行為、違法風俗店等における風俗関係事犯を積極的に検挙するとともに、風俗
店等の営業者に対する厳正な行政処分を実施して適正な営業を指導しています。

客引き、スカウト行為等被害防止キャンペーン⑵　風俗環境浄化対策
　善良な風俗と清浄な風俗環境の保持等を目
的とした風俗営業所等に対する立入りを推進
するとともに、関係機関と連携した合同査
察、客引き被害防止キャンペーン等の広報啓
発活動、違法風俗店等の排除活動を積極的に
実施しています。

合同査察の立入り状況合同査察巡視状況

《令和４年中の主な検挙》
●　マッサージ店を仮装した違法性風俗店における風適法（禁止地域営業、広告宣伝）違反等事件

●　ぱちんこ店における風適法（賞品買取、無承認変更）違反事件 
（保安課、川口署）
（保安課、加須署）

※風適法…風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

127 129

97

126

100

0

50

100

150

200

139

94 89 89

検挙状況の推移
（件／人）

件数 人数

H30 R元 R2 R3 R4

87

390
422

0

100

200

300

400

500

600

行政処分数の推移
（件）

H30 R元 R2 R3 R4

447

381

464

- 20 -



著作権法違反等事件にて押収した証拠品

2　経済事犯の取締り
　経済事犯とは、金融事犯、特定商取引等事犯、知的財産権侵害事犯、利殖勧誘事犯等の市民生
活を侵害し、社会経済活動を阻害する事犯をいいます。

3　環境事犯の取締り
　環境事犯とは、廃棄物処理法違反、大気汚染防止法違反、水質汚濁防止法違反などの自然環境
を害する事犯をいいます。

不法投棄現場の状況

大型電光掲示板の活用 大学生を対象とした広報啓発活動

4　広報啓発活動の実施
　悪質商法は、高齢者被害が依然として後を絶たず、さらには、成年年齢の引き下げに伴う若年
層の被害増加も懸念されることから、警察では様々な媒体を使って、被害防止について広報啓発
活動を行っています。
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サイバー空間の脅威への的確な対処6

1　サイバー犯罪の現状
　令和４年のサイバー関連の相談受理件数は、14,961件(前年比＋3,107件)で、その内訳は、イン
ターネットショッピング等による詐欺や悪質商法に関するもの(5,757件)、クレジットカード犯罪
に関するもの(2,725件)、迷惑メールに関するもの(2,120件)となっています。
　また、サイバー犯罪で、548件337人(前年比－26件、－96人)を検挙しており、その中でもネッ
トワークを利用した、詐欺、児童買春・児童ポルノ禁止法違反、青少年健全育成条例違反が全体
の44.7％を占めています。
　不正アクセス禁止法違反は、40件12人(前年比＋20件、＋７人)と増加しています。

《令和４年中の主な検挙》
●　オンライン本人確認システム（eKYC）を悪用し、不正に口座申請をした詐欺未遂及び
　　私電磁的記録不正作出・同供用事件
●　県内各所で相次いだ電子決済サービスを不正利用して商品を騙し取る詐欺事件

（サイバー犯罪対策課、川越署）

（サイバー犯罪対策課ほか）

コ ラ ム

　独立行政法人情報処理推進機構(通称「ＩＰＡ」)とのサイバーセキュリティ人材
の育成等に関する協定の締結や、キャンペーンを実施するなどし、安全で安心して
利用できるサイバー空間の構築を目的とした活動を行っています。

2　サイバー犯罪対策の推進
　 サイバーセキュリティキャンペーンの開催状況 　 独立行政法人情報処理推進機構との締結式

サイバー犯罪関連相談件数の推移
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サイバー犯罪検挙状況の推移
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3　サイバー攻撃対策の推進
　サイバー攻撃には、国民生活や社会経済活動に不可欠な役務等を提供している重要インフラの
基幹システムを機能不全に陥れ、社会の機能を麻痺させるサイバーテロや、情報通信技術を用い
て政府機関、先端技術を有する事業者等から機密情報を窃取するサイバーインテリジェンス等が
あります。
　令和4年12月末現在、県内では、国民の生活や経済活動に重大な被害をもたらすおそれがある
サイバーテロは発生していませんが、全国的にはランサムウェアによる感染拡大被害が多発し、
事業活動の停止・遅延等、社会経済活動に多大な影響を及ぼす情勢となっていますので、県警察
では引き続きサイバー攻撃による被害の未然防止等に努めていきます。

コ ラ ム

　埼玉サイバーセキュリティ推進会議
は、産・学・官が連携してサイバー空間
における県民の安全と安心を確保する
ため、県内に所在する関係機関、団体で
構成された会議で、定期総会を通じてサ
イバー空間の実態把握、情報共有等に取
り組んでいます。

埼玉サイバーセキュリティ推進会議定期総会
の開催状況

コ ラ ム

　県警察では、YouTube(埼玉県警
察公式チャンネル)において、日本
語版と英語版の「サイバー攻撃対策
啓発映像(ランサムウェア等)」を配
信し、日本人従業員だけでなく、外
国人従業員のサイバー攻撃対策意識
の向上にも取り組んでいます。

サイバー攻撃対策啓発映像・英語版(YouTube)

YouTube

❹転送

サイバー攻撃の手口

❶攻撃指令

攻撃者

攻撃対象の
コンピュータ

処理不能!

❷大量のデータを送付

ＤＤｏＳ攻撃 標的型メール攻撃

攻撃者

不正プログラムを
添付したメールを送付

❶

不正プログラムに感染❷

被害者

攻撃者の配下に
あるサーバ

情報流出❸

ま    ひ
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地域警察活動の強化7

1　地域に密着した交番・駐在所の活動
　交番・駐在所では、地域の安全と平穏を確保するため、パトロールによる各種犯罪の予防・検
挙活動や巡回連絡を通じた地域安全情報の提供等、地域に密着した活動を行っています。
　また、街頭活動による警察官の一時不在を補完するため、全ての交番・派遣所に交番相談員を
配置しています。

　県警察では、安全で安心して暮らせるまちづくりを実現するため、多くの制服警察官が街頭で
活動しています。

交番相談員の活動巡回連絡活動

2　日夜活動するパトカー
　パトカーは、機動力を活かし、110番等の緊急
通報にいち早く現場に向かい、地域の安全と平穏
を確保するほか、振り込め詐欺をはじめとする特
殊詐欺、自転車盗、ひったくり等、県民に身近な
各種犯罪の予防や職務質問による検挙活動を行
い、安全で安心して暮らせるまちづくりのために
日夜活動しています。

日夜活動するパトカー

立番警戒活動 徒歩によるパトロール活動
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事案別有効受理件数（令和４年中）

交通事件事故
141,347件（24.6%）

各種情報
120,940件（21.0%）

要望・苦情
80,820件（14.1%）

交通法令違反
36,580件（6.4%）

けんか
36,008件（6.3%）

窃盗
11,617件（2.0%）

刑事事件
9,334件（1.6%）

保護
9,546件（1.7%）

災害
5,134件（0.9%）

酔払い
1,051件（0.2%）

その他
31,511件（5.5%）

各種照会
26,127件（4.5%）

続報
65,038件（11.3%）

コ ラ ム

《見せる・知らせるパトロール》
　県警察では、県民の安全・安心を確保
するため県内各地においてパトカーな
どの警察車両や警察用航空機（ヘリコプ
ター）の拡声器を活用し、登下校時の警
戒パトロール、特殊詐欺等の犯罪被害や
交通事故を防止する広報啓発活動を
行っています。

通信指令室
コ ラ ム

　聞くことや話すことが不自由な方からの
110番通報は、
○「メール110番」
　　http://saitama110.jp/
○「ＦＡＸ110番」
　　0120-264-110
を設置し、通報を受け付けています。

3　１１０番通報への迅速的確な対応
　県警察では、110番通報に迅速、的確に対応するため、最新技術を駆使した機器を導入するな
ど、通信指令室の整備に努めています。

１１０番通報の推移

549,651 553,757

525,099

375,200

70.8%

71.3% 71.5%

73.1%73.1%

68.0%

68.5%

69.0%

69.5%

70.0%

70.5%

71.0%

71.5%

72.0%

72.5%

73.0%

73.5%

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

有効受理 携帯電話 携帯電話の通報割合

(件)

389,325

539,469

H30 R元 R2 R3 R4

395,052

420,548

575,053

394,087

メール110番
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4　鉄道利用者の安全と安心の確保
  鉄道警察隊は、ＪＲ大宮駅に所在し、ＪＲ熊谷駅、ＪＲさいたま新都心駅や埼玉高速鉄道浦和
美園駅を拠点に、列車内、駅等の鉄道施設における警戒や、すり、置引き、痴漢などの各種犯罪
の予防、検挙活動を行っているほか、鉄道事業者と連携した訓練や事件事故の防止対策に関する
情報共有を行い、鉄道利用者の安全・安心の確保を図っています。
　また、「痴漢被害相談所」を設置して、被害者等からの相談に対応しています。

痴漢犯罪防止キャンペーン 不審者対応訓練

ラフティングボートによる水上パトロール

5　水難の防止
　県警察では、ラフティングボート等による水上パトロール、危険水域や水難多発場所での水難
防止キャンペーン、関係機関と連携した広報や看板設置による安全対策等を実施しています。

コ ラ ム

水難は７月から８月の夏期に多発しています。
【水難の特徴】
　　○発生場所は、河川が多い。　○年代別では、30歳未満が多くを占める。
　　○水遊びや遊泳・水泳中の発生が多い。　○飲酒して遊泳すると溺れやすい。
　　○親が子供から目を離すと溺れやすい。

水難発生状況の推移
( 件 / 人 )
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17 17
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33
24 23
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24

35

0

10

20

30

40

遭難件数 遭難者数

H30 R元 R2 R3 R4

コ ラ ム

《痴漢犯罪防止対策》
　痴漢被害に遭った場合の対応や相談、通報要領等に
関する動画を作成し、動画共有サイト「YouTube」
（埼玉県警察公式チャンネル）で配信しています。 痴漢犯罪防止講話

「あなたの勇気と優しさで」
てっけい
まなびタイム
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6　山岳遭難の防止
　県警察では、山岳救助隊を中心に、山岳パトロール、安全登山講話、関係機関と連携した山岳
遭難防止キャンペーン活動等を通じ、遭難防止対策を推進しています。
　また、令和４年６月に日本山岳ガイド協会と連携協定を締結し、登山届の提出促進及び迅速な
捜索救助活動の強化を推進しています。

山岳遭難発生状況の推移

51 50
58

82
87

60 59

97

71

91

0

20
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（件/人）

態様別山岳遭難発生件数（令和４年中）

疲労
8件（9.2%）

転落
4件（4.6%）

発病
8件（9.2%）

不明
1件（1.1%）

その他
2件（2.3%）

コ ラ ム

　主な山岳遭難の原因として、　
　○　軽装備　○　計画の不備　○　技術・知識不足　○　体力不足
等が挙げられます。
　登山をする際は、体力、技術等に見合った山を選び、季節に応じた
装備を準備するなど、無理のない登山計画を立て、事前に登山届を提
出しましょう。
　県警察では山岳遭難防止に関する情報等をTwitterで発信してい
ます。

山岳遭難救助訓練 山岳遭難防止キャンペーン

滑落
25件（28.7%）

道迷い
20件（23.0%）

転倒
19件（21.8%）

遭難件数 遭難者数

H30 R元 R2 R3 R4

Twitter
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凶悪・重要事犯の検挙8

1　凶悪・重要事件の認知・検挙状況
⑴　重要犯罪(殺人、強盗、放火、強制性交等、略取誘拐・人身売買、強制わいせつの６罪種)
　県民の体感治安を悪化させる重要犯罪については、殺人などの重大事件に発展する前に、初動
捜査を徹底して、迅速かつ的確な捜査を図っています。
　中でも性犯罪については、事件主管課等がこれまで以上に連携して、事件分析の強化と分析結
果に基づき迅速かつ的確な捜査を図っています。

《令和４年中の主な検挙》
●　ふじみ野市大井武蔵野地内猟銃使用人質立てこもり事件
●　朝霞市大字上内間木地内における男性殺人事件

（捜査第一課、東入間署）
（捜査第一課、朝霞署）

現場における鑑識活動の状況（イメージ）重要犯罪の推移

( 件 / 人 ) (%)
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0

100

80

60

40

20

0

認知件数 検挙件数 検挙人員 検挙率

H30 R元 R2 R3 R4

認知件数 737 810 629 657 667

検挙件数 599 708 603 645 651

検挙人員 457 545 501 567 572

検挙率 81.3% 87.4% 95.9% 98.2% 97.6%

 罪種別内訳（令和4年中）
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⑵　重要窃盗犯(侵入窃盗、自動車盗、ひったくり、すりの４罪種)
　県民の平穏な生活を著しく害する重要窃盗犯については、「乗り物盗の検挙対策」、「侵入窃
盗犯の検挙対策」、「組織窃盗犯の検挙対策」、「連続街頭窃盗犯の検挙対策」を推進し、被害
の拡大防止を図っています。

《令和４年中の主な検挙》
●　暴力団関係者らによる高級車対象の自動車盗事件

●　スポーツ自転車対象の連続窃盗事件
●　農村地域における空き巣事件

（京都府警、埼玉県警「捜査第三課、岩槻署、上尾署」等５府県合共同）
（捜査第三課、深谷署合同）

（捜査第三課、東松山署、上尾署、鴻巣署合同）

2　捜査活動の強化
　県民が期待する力強い警察を目指し、その信頼に応えるため、捜査支援・通訳センターと事件
主管課等が連携した迅速、的確な初動捜査活動を推進し、早期事件解決に向けた事件分析力の強
化に努めています。
　また、重大事件を想定した実戦的訓練を継続的に実施し、個々の捜査員の能力向上及び連携の
強化を図っています。

捜査資器材の充実による事件分析の強化 犯人の制圧訓練の状況

押収したスポーツ自転車
～捜査第三課、深谷署合同～
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知能犯罪の発生と検挙9

　県民の財産、社会基盤等を害する詐欺、横領、通貨偽造等の知能犯罪の取締り、早期検挙を推
進しています。

1　知能犯罪の認知・検挙状況

　政治・行政・経済をめぐる不正に対し、端緒情報の把握に努め、様々な刑罰法令を適用するな
どして、事案の解明を進めています。
　各種選挙に際しては選挙の公正を著しく害する悪質な違反に指向した取締りを行っています。

2　政治・行政・経済をめぐる不正の取締り

 

《令和４年中の主な検挙》
●　会社経営者等による虚偽リース契約詐欺事件
●　株式会社ワークス取締役による会社法(特別背任)違反事件
●　三郷市職員らによる公共工事発注をめぐる官製談合防止法違反及び加重収賄事件

（捜査第二課、刑事総務課、川越署）
（捜査第二課、朝霞署）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（捜査第二課、吉川署）

罪種別検挙件数（令和 4年中） 罪種別検挙人員（令和4年中）
その他
6人

（1.2%）偽造
39人
（7.7%）

横領
41人
（8.1%）

詐欺
422人
（83.1%）

その他
8件

（1.0%）

横領
53人
（6.4%）

偽造
50件
（6.1%）

詐欺
713件
（86.5%）

その他
4件

（0.2%）

偽造
56件
（2.9）

横領
74件
（3.8%）

詐欺
1,828件
（93.2%）

罪種別認知（令和4年中）
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科学捜査の推進10

1　ＤＮＡ型鑑定 2　ポリグラフ検査
ＤＮＡ型鑑定（イメージ） ポリグラフ検査（イメージ）

　ＤＮＡ型鑑定は、565京人に１人という確率で個人識別を行うことが可能です。
　また、ポリグラフ検査は、生理反応の変化を測定し、容疑者が事件の詳細事実を認識している
かどうかを判断するものです。

けい

　物理(工学)鑑定は、施設での再現実験のほか、犯罪現場に臨場するなど、犯罪の立証に努め
ています。
　また、微細証拠物件の鑑定は、犯人と犯行現場、犯人と被害者を結び付ける重要な役割を果た
しています。
　科学捜査研究所では、犯罪の悪質・巧妙化等に対応するため、鑑定・検査業務を推進してお
り、科学の目で県民の期待に応える力強い警察の確立を図っています。

3　物理（工学）鑑定 4　微細証拠物件鑑定
火災再現実験

２本の異なった繊維で糸が構成
20㎛=0.002㎝

微細証拠物件鑑定（イメージ）
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 犯罪組織の壊滅11

1　暴力団対策
　暴力団は、特殊詐欺をはじめ、多種多様な資金獲得活動を行っている状況にあることから、県
警察では、社会経済情勢の変化にも留意しつつ、暴力団犯罪の取締り、暴力団対策法の効果的運
用及び暴力団排除活動を推進しています。

⑴　暴力団情勢（概数）

※暴力団勢力数は概数で示しており、合計数は一致しないことがある。

暴力団勢力の推移

⑵　暴力団犯罪の取締り
罪種別検挙人員比（令和4年中）

中止命令等の発出状況の推移 違反形態別中止命令発出状況（令和4年中）

《令和４年中の主な検挙》
●　住吉会傘下組織構成員らによる持続化給付金不正受給詐欺事件
●　住吉会傘下組織構成員らによる生命身体加害略取・監禁・傷害事件

（捜査第四課、狭山署）

（捜査第四課、少年捜査課、国際捜査課、浦和西署、蕨署）
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6

3

0

50

0

（件）中止命令 再発防止命令

暴力団員等の検挙人員の推移

 覚醒剤

取締法違反

162人

（19.9%）

暴行・ 傷害

143人

（17.5%）

窃盗

121人

（14.8%）詐欺

74人

（9.1%）

脅迫・恐喝

56人

（6.9%）

その他

260人

（31.9%）

不当贈与要求

37件

（34.6%）
現場立会助勢

12件

（11.2%）

みかじめ・

用心棒

12件

（11.2%）

加入強要

脱退妨害

34件

（31.8%）

その他

12件

（11.2%）

3 3 3
2

H30 R元 R2 R3 R4

H30 R元 R2 R3

H30 R元 R2 R3

107

2

R4

922 928

R4

816

90
96

県内暴力団勢力の組織別構成比
（令和4年末現在）

神戸山口組

1.4%

住吉会

39.7%

六代目

山口組

17.0%

稲川会

14.2%

その他

27.0%760
730 810 800 710

840 770 730 710 690

1,410

902
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⑷　保護対策
　暴力団による犯罪等の被害者、暴力団からの
脱退希望者、暴力団排除活動に取り組んでいる
地域住民の方々等の安全確保に組織を挙げて対
応しています。

⑶　暴力団排除対策
　企業や行政機関等を対象とした暴力団排除講習、暴力団対策法に基づく不当要求防止責任者講
習、暴力団排除組織設立への支援のほか、公益財団法人埼玉県暴力追放・薬物乱用防止セン
ター、埼玉弁護士会民事介入暴力対策委員会等の関係機関と連携した各種啓発活動を行うなど暴
力団排除活動を推進しています。

不当要求防止責任者講習 暴力団排除キャンペーン

暴力追放・薬物乱用防止埼玉県民大会 「YouTube」を活用した啓発活動

身辺警戒員訓練の実施状況
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2　薬物・銃器対策
⑴　薬物事犯の取締り
　覚醒剤事犯の検挙人員はここ数年減少傾向にありますが、大麻事犯の検挙人員は若年層を中心
に依然として高い水準にあります。
　薬物事犯は治安の根幹に関わる重大な課題であり、薬物の密輸・密売組織の摘発、大麻栽培施
設の摘発等の供給源の根絶と薬物乱用者の徹底検挙を図るとともに、薬物乱用の根絶に向けた広
報啓発活動や薬物乱用防止教育を推進しています。

薬物別検挙人員の推移 押収した大麻

（人）

500

400

300

200

100

0

438

352

403

337

143

20

119

25

123

714 18

発砲件数・拳銃押収状況の推移

⑵　銃器事犯の取締り
　暴力団が組織的に管理する拳銃の摘発のほか、拳銃の密輸、密売及び密造の摘発を重点とした
取締りや銃器犯罪根絶のための広報啓発活動を推進しています。

押収した拳銃

《令和４年中の主な検挙》
 ●　住吉会傘下組織幹部らによる営利目的大麻所持事件
　　（大麻約 465 キログラム、末端価格約 27 億 9,000 万円相当を押収）

 ●　住吉会傘下組織幹部らによる組織的覚醒剤密売事件
　　（覚醒剤約 237 グラム、大麻約１キログラム、末端価格合計約 2,020 万円相当を押収）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（薬物銃器対策課、狭山署）

（薬物銃器対策課、越谷署）

 （件）（丁）

25

30

20

15

10

5

0

17

21 21

4

3

2

1

0

覚醒剤 大麻 麻薬等

1

0

1

0 0

R4H30 R元 R2 R3

123
85

R4H30 R元 R2 R3

265

19

28
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3　国際犯罪組織対策
⑴　外国人犯罪検挙状況
　外国人犯罪の検挙人員は、近年増加傾向にありましたが、令和３年以降減少に転じています。
　国籍別では、ベトナムと中国で全体の約６割を占め、刑法犯の罪種別では窃盗犯が全体の約４
割、特別法犯の罪種別では入管法違反が全体の約７割を占めています。
　外国人犯罪に対しては、不良外国人グループによる組織的詐欺事件、身の代金目的略取・監禁
等事件、在留カード偽造事件、不法就労事件等の取締りを推進するとともに、犯罪行為を支援し
ている人的又は資金的なネットワーク等の犯罪インフラの取締りを強化しています。

⑵　不法滞在者対策
　来日外国人に係る入管法違反検挙人員は、256人で、過去５年で最多となった令和元年以降３
年連続で減少しています。県警察では、今後も関係機関・団体と連携を図りながら、不法滞在者
の摘発を推進するとともに、不法就労や在留カード偽変造関連事犯等の不法滞在を助長する犯罪
の取締りを強化します。

《令和４年中の主な検挙》
●　ベトナム人らによる身の代金目的略取・監禁等事件
●　ベトナム人による殺人未遂、偽造在留カード行使等事件
●　中国人らによる組織的詐欺事件
●　トルコ人らによるクレジットカード不正使用詐欺事件

（国際捜査課、行田署、朝霞署）
（国際捜査課、本庄署）

（国際捜査課、サイバー犯罪対策課、川口署、武南署）
（国際捜査課、組織犯罪対策課、熊谷署）

外国人検挙人員の推移

（人）

1,400

1,0031,018
1,200

1,000

800

600

400

200

0

1,116
1,252

392

611

382

636

549

567

580

672

435

652

刑法犯 特別法犯

罪種別刑法犯検挙人員（令和4年中）

窃盗犯
234人
（38.3%）

粗暴犯
158人
（25.9%）

知能犯
33人
（5.4%）

風俗犯
28人
（4.6%）

凶悪犯
25人
（4.1%） その他

133人
（21.8%）

罪種別特別法犯検挙人員（令和4年中）

※出入国在留管理庁
　への引渡しは含まない

入管法違反
254人
（64.8%）

軽犯罪法違反
38人（9.7%）

銃刀法違反
15人（3.8%）

廃棄物
処理法違反
12人（3.1%）

その他
73人

（18.6%）

※

国籍別外国人検挙人員（令和4年中）

ベトナム
316人
（31.5%）

中国
272人
（27.1%）

フィリピン
79人（7.9%）

韓国・朝鮮
63人（6.3%）

タイ
33人（3.3%）

ブラジル
30人（3.0%）

その他
210人
（20.9%）

（注）数値は来日外国人
　　の送致及び出入国
　　在留管理庁への引
　　き渡しを含む

入管法違反検挙状況の推移

0

200

400

600

（人）

472 463

287
256

入管法違反国籍別検挙状況（令和４年中）

R4H30 R元 R2 R3

H30 R元 R2 R3 R4

ベトナム
126人
（49.2%）

中国
31人

（12.1%）

その他
42人

（16.4%）

タイ
19人
（7.4%）

インドネシア
22人
（8.6%）

フィリピン
16人
（6.3%）

1,087

349
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R4年 

交通事故の防止12

１　交通事故の推移

２　交通死亡事故の特徴（年齢層別、状態別、道路形状別）

３　交通事故防止対策の推進

年齢層別（令和４年中） 道路形状別（令和４年中）状態別（令和４年中）

令和4年中
　人身事故件数　16,576件
　死者数　　　　　  104人
　負傷者数　　   19,596人

⑴　交通事故分析システムの活用
　交通事故分析システムは、県内で発生した
交通事故情報をＧＩＳ（地理情報システム）上で
多角的に分析することができるシステムで
す。警察本部及び警察署の担当者が、地域ご
との交通事故発生状況を分析し、交通取締り
や街頭啓発活動を行う地域や時間帯を、根拠
に基づいて決定することで、一層効果的な交
通事故防止活動を推進しています。

交通事故多発地域の分析

16〜29歳

6人

（5.8％）

30歳代

5人（4.8％）

40歳代

7人（6.7％）

50歳代

14人（13.5％）

60〜64歳

 7人（6.7％）

65歳以上

65人（62.5％）

歩行者

49人

（47.1％）

四輪車

15人

（14.4％）

その他

　1人（1.0％）

自動二輪車

　19人（18.3％）

原付車

　4人（3.8％）

自転車

16人

（15.4％）
交差点付近

　7件（6.7％）

単路

42件

（40.4％）

交差点

51件

（49.0％）

その他

　4件（3.8％）

S H

（人）（件/人）
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⑵　広報・啓発活動の推進
　各季の交通安全運動期間や交通事故の発生
状況等を捉えて、県警察ホームページやＳＮ
Ｓ、街頭啓発活動を通じ、県内の交通事故発
生状況や交通事故防止に関する情報の発信、
交通ルールの周知を行い、県民の交通安全意
識の普及、高揚を図っています。

交通安全運動出発式

⑶　交通安全教育の実施
　ルールやマナーが交通の秩序を維持し、交
通事故を防止するために果たす役割を県民が
理解し、遵守、実践できるよう、年齢層や歩
行者、自転車、二輪車、自動車といった交通
手段に応じた参加・体験・実践型の交通安全
教育を推進しています。

⑷　悪質で危険性の高い交通違反に対する交通指導取締り
　交通指導取締りは、交通事故の発生状況を
分析し、飲酒運転等の悪質で危険性の高い違
反や、交通事故の危険性が極めて高い交差点
関連違反（信号無視、歩行者妨害、一時不停
止）、地域住民からの交通違反取締り要望等
に重点を置いて推進しています。

⑸　緻密な交通事故事件捜査及び暴走族対策の推進
　死亡・重傷事故をはじめ、悪質なひき逃げ
事件等においては、防犯カメラ、ドライブレ
コーダー映像の収集、交通事故の鑑定といっ
た綿密な捜査を一層強化しています。
　また、近年小規模化の傾向にあるものの散
発的な集合を繰り返している暴走族、山岳道
路で違法競走を行うグループ等の検挙活動を
積極的に行い、危険性、迷惑性の高い運転行
為の防止を図っています。

子供自転車運転免許制度の実施

飲酒運転取締り

交通鑑識活動状況
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コ ラ ム

　県警察では、高齢運転者の交通事故防止対策の一環
として、運転に不安を覚える高齢者に対して、運転免
許を自主返納しやすい環境を整備する観点から、多く
の協賛事業所のご協力の下、日常生活における支援（タ
クシー運賃の割引等）を提供するシルバー・サポーター
制度を実施しています。

シルバー・サポーター制度パンフレット等

４　県民生活に適応した交通環境の整備

  

　交通実態に即した交通安全施設等の整備を効果的かつ効率的に推進し、交通事故の防止及び交
通の円滑化に取り組んでいます。特に、通学路及び生活道路における歩行者及び自転車の安全な
通行空間を確保するため、最高速度30キロメートル毎時の区域規制と車両の通行部分の幅員を狭
める「狭さく」や路面に凸部を設ける「ハンプ」等の物理的デバイスを組み合わせた「ゾーン30
プラス」の整備を推進しています。

通学路における信号機の整備ゾーン30プラスの整備状況

５　効果的な運転者対策の推進

  　公安委員会が行う高齢者講習を拡大し、高齢者講習等予約一元化システムや認知機能検査にお
けるタブレット端末を導入して円滑な高齢者講習等を推進するほか、運転免許を自主返納した方
を支援するための情報提供を行っています。また、運転免許センター内の「安全運転相談室」で
は、高齢者や身体に障害のある方等の安全な運転の継続や運転免許の取得のための相談を受けて
います。

安全運転相談（イメージ）認知機能検査の実施
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テロ対策等の推進13

１　国際テロ対策の推進
⑴　我が国への国際テロの脅威
　ＩＳＩＬ（Islamic State of Iraq and the Levant の頭文字。いわゆるイスラム国。）等の関連組織
は、インターネット上でプロパガンダを拡散させ、テロの実行を呼び掛けており、その過激思想に
影響を受けた者によるテロが日本国内で発生する可能性は否定できません。
　ＩＳＩＬは、日本や邦人をテロの標的として名指ししており、実際に、海外では、邦人や我が国の
権益がテロの被害に遭っています。新型コロナウイルス感染症による水際対策が緩和される中、今
後も、邦人がテロや誘拐の被害に遭うことが懸念されています。

２　経済安全保障対策の推進
　我が国には、規模の大小を問わず、様々な産業分野において、先端技術に関する情報を保有する
企業や最先端の高性能製品の製造・販売をする企業が多数存在しており、これらの企業が保有す
る技術情報等の中には、軍事用途に転用可能なものがあります。こうした技術情報等が国外に流出
した場合、企業や研究機関の国際競争力が低下するだけでなく、我が国の安全保障上重大な影響が
生じかねません。
　県警察においては、捜査等を通じて把握した技術情報等の獲得に向けた外国からの働き掛けの
手口やそれに対する有効な対策について、技術情報等を扱う企業や研究機関に情報提供する、いわ
ゆるアウトリーチ活動を強化しています。

３　オウム真理教対策の推進
　オウム真理教は、麻原彰晃こと松本智津夫への絶対的帰依を強調する「Aleph（アレフ）｣ をは
じめとする主流派と、松本の影響力がないかのように装う「ひかりの輪」を名乗る上祐派が活
動しています。
　平成 30 年７月、松本をはじめ、教団による一連の事件で死刑が
確定していた 13 人全員の死刑が執行されましたが、教団は、依然
として松本及び同人の説く教義を存立の基盤とするなど、無差別
大量殺人行為に及ぶ危険性があり、その本質に変化がないと認め
られます。

⑵　テロ対策の推進
　テロ対策は、行政機関、民間事業者、地域住民等との緊密な連携が重要です。県警察では、爆
発物の原料となり得る化学物質販売事業者、ホテル等の宿泊施設、インターネットカフェ、レン
タカー等テロリストに利用される可能性がある事業者に対して、購入者・利用者の本人確認の徹
底、不審情報入手時の通報等を要請するなど、官民一体となったテロ対策を推進しています。

コ ラ ム
　県内では、主流派の拠点施設として全国最多の７か所
を把握しています。県警察では、地域住民の安全・安心
を確保するため、教団施設周辺のパトロール等の警戒警
備活動を実施するとともに、教団の実態解明に努め組織
的違法行為に対する厳正な取締りを推進しています。

オウム真理教の拠点施設
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４　拉致問題への対応
　県警察では、北朝鮮による拉致容疑事案及び拉致の可能性を排除できない行方不明者に関し
て、警察庁及び都道府県警察と連携しながら所要の捜査・調査を継続しており、県警ホームペー
ジに家族の同意が得られた行方不明者の情報を掲載して情報提供を呼び掛けています。

６　右翼対策等の推進
　右翼は、領土問題、歴史認識問題等の諸問題を捉え、これに抗議する街頭宣伝活動に取り組ん
でいます。
　極端な民族主義・排外主義的主張に基づき活動する右派系市民グループは、韓国や北朝鮮との
問題等を捉えた街頭宣伝活動に取り組んでいます。

右派系市民グループの街頭宣伝活動右翼の街頭宣伝活動

５　極左暴力集団対策の推進
　極左暴力集団は、共産主義革命を目指して、私たちの社会を暴力で
破壊転覆しようと企てている集団であり、一般市民を装いつつマン
ションやアパートを借り、爆発物の製造等の違法行為を行っていま
す。県警察では、「テロ、ゲリラ」の未然防止のために、極左暴力集
団のアジト発見に向け、ポスター等を利用した広報活動により県民か
らの情報提供を求めるなど、県民の理解と協力を得ながら、極左暴力
集団に対する取締りを推進しています。

コ ラ ム

　県警察では、右翼等によるテロ等重大事案の未然防止に努めるとともに、違法行為に対
して徹底した取締りを行い、令和４年中、政治団体代表による暴力行為等処罰に関する法
律違反事件等、23件24人を検挙しました。

コ ラ ム

　令和４年中は、全国で活動家６人を検挙しています。
　ポスタ―の桐島聡は、東アジア反日武装戦線という過激派の
メンバーで、昭和50年、東京都中央区内等で発生した連続企業
爆破事件の犯人です。

極左暴力集団指名手配ポスター
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「あっ！」と思ったら

すぐに110番通報を！

（ 昭和48年 撮影 ）

（ 昭和47年頃 撮影 ）



災害への的確な対処14

１　災害対策
　大雨や地震等の災害警備活動を的確に行うため、平素から、災害対応訓練や教養を実施し、災
害対応能力の向上に努めています。このほか、自治体等が主催する訓練や会議にも参加し、防災
関係機関との連携を図っています。

２　大規模災害への対処
　令和４年７月、県北西部等で記録的短時間大雨情報が発表され、鳩山町では３時間で250ミリ
を超える観測史上最大の雨量を記録し、土砂崩れや道路冠水等の被害が発生しました。
　県警察では、管轄警察署に機動隊等を派遣し、災害対応に当たりました。

関東管区広域緊急援助隊大隊別訓練
(令和４年９月・東京都立川市 )

水害対応訓練
(令和４年６月・志木市 )

関東管区広域緊急援助隊全体訓練
(令和４年11月・皆野町 )

九都県市合同防災訓練・さいたま市会場
(令和４年９月・さいたま市)

大雨によって浸水した車両
（令和４年７月・鳩山町）

大雨による土砂崩れ
（令和４年７月・東松山市）
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実践的警護訓練

治安警備実施訓練

救助訓練中のヘリコプター

雑踏警備

警備実施15

　令和４年中、県警察では皇族方の御来県に伴う
警衛警備を実施し、御対象の身辺の安全を確保し
ました。
　また、第26回参議院議員通常選挙では、内閣総
理大臣をはじめ多数の警護警備を実施し、要人の
安全確保を行いました。
　県警察では、こうした警衛・警護警備を的確に実
施するため、日々実践的な警護訓練を行っています。
　

１　警衛・警護

　機動隊は、重要施設の警戒やデモ警備等の治安
警備をはじめ、爆発物容疑事案、災害発生時の救
出救助活動、祭礼等における雑踏警備に対処する
活動を行っています。
　実際の現場を想定した各種教養・訓練を行い、
即応部隊として発生した事態に迅速・的確に対応
しています。
　

２　機動隊の活動

　県警察では、航空隊に３機のヘリコプターを配
備し、災害発生時の情報収集や救助活動をはじめ、
路上強盗やひったくり等の街頭犯罪の警戒、特殊
詐欺等の抑止活動、救難救助、交通取締り等、多
岐にわたる活動を行い、その機動力を最大限に発
揮して、広域化、スピード化する犯罪等に迅速に
対応しています。

３　航空隊の活動

　各種祭礼行事、イベント、プロスポーツのほ
か、競輪、競馬などの公営競技が開催される際
は、情勢に応じた警察部隊による雑踏警備を実施
し、雑踏事故及び車両突入防止等の安全対策に努
めています。

４　雑踏事故の防止
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犯罪被害者の支援16

１　犯罪被害者支援
　県警察では、犯罪被害者等が、社会の中で再び平穏な生活を営むことができるよう、精神的・
経済的な支援を行うなど、犯罪被害者等の視点に立った取組を行っています。
　具体的には、被害者やご遺族等に対し、捜査状況等の連絡を行う被害者連絡、捜査に必要な
診断書料や初診料等の公費負担、臨床心理士によるカウンセリング等、一人一人に寄り添った
きめ細かな支援活動を行っています。また、本県では、性犯罪・性暴力等被害者を含め、被害者
やご遺族等が必要とする様々な支援を一か所で総合的に行えるワンストップサービスを提供
するため、県、県警察及び公益社団法人埼玉犯罪被害者援助センターの３者が武蔵浦和合同庁
舎（ラムザタワー３階）のワンフロアで一体となって、「彩の国犯罪被害者ワンストップ支援セ
ンター」の名称で犯罪被害者等のニーズに的確に応じた支援を行っています。

２　広報啓発活動
　犯罪被害者等が受けた痛み、命の大切さ、支援の必要性等への理解を深め、犯罪被害者支援の
気運の醸成を一層図るため、プロサッカーチーム「浦和レッドダイヤモンズ」との共同事業によ
る啓発ポスターの作成や犯罪被害者支援周知のため著名人等を起用したイベント「犯罪被害者支
援県民のつどい」の開催など、関係機関・団体と連携した各種広報啓発活動を行っています。

彩の国犯罪被害者ワンストップ支援センターカウンセリング（イメージ）

犯罪被害者支援「県民のつどい」浦和レッドダイヤモンズとの共同事業
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Ⅲ　警察官の教育・訓練

１　採用時における教育・訓練
　警察官に採用されると、警察官に必要とされる基礎的な知識・技能を警察学校で学び、卒業後
は、警察署に配置され、交番等における勤務を通じた実習を行います。その後、警察学校に再入
校し、より実践的な教育・訓練を受けます。卒業後、再び勤務を通じて実務を経験し、単独で職
務執行できる能力を修得します。

２　職場における教育・訓練
　警察署等では、警察官としての実務能力向上及び職務倫理の保持を目的とした教育を実施して
います。また、あらゆる事案に対処し、力強い警察活動を推進するため、逮捕術、拳銃操法等の
術科訓練や現場を想定した実践的な訓練を行っています。

交番における犯人制圧訓練 初動措置現場対応訓練

点検 座学 術科（剣道）

３　昇任時及び専門分野の教育・訓練
　県警察学校の他、管区警察学校、警察大学校において、職員の幹部昇任時における必要な知
識、技能の修得、捜査指揮全般に係わる想定訓練、各部門の実務に直結した捜査手法等、それぞ
れの職責を果たす上で必要な教育・訓練を計画的に行っています。
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１　防犯指導班「ひまわり」
　防犯指導班「ひまわり」は、幼稚（保育）園や
地域での会合、大学等において、人形劇や寸劇
を織り交ぜながら、犯罪から身を守るための防
犯指導を行っています。
　また、防犯対策動画を YouTube
（埼玉県警察公式チャンネル）に
配信しています。

２　非行防止指導班「あおぞら」
　非行防止指導班「あおぞら」は、県内の学
校からの要請により、非行情勢を踏まえ、パ
ワーポイントや啓発動画
等を活用しながら対象年
齢に応じた分かりやすい
内容の非行防止教室を
行っています。

３　交通安全教育指導班「ふれあい」
　交通安全教育指導班「ふれあい」は、県内
の幼稚園、学校、企業、自治会等において、交
通事故抑止を図るための交通安全教育を行って
います。交通安全教育では、警察官等が腹話術
や各種資機材を活用しながら、交通事故の発生
状況や事故防止について対象とする方に応じて
分かりやすく説明しています。

４　薬物乱用防止講習会
　薬物銃器対策課では、主に大学生、社会人等
を対象とした薬物乱用防止講習会を県内各地で
開催しています。
　心身の健康を損ない、様々な凶悪事件、重大
事故を引き起こす薬物乱用の恐ろしさを伝え、
その根絶を目指しています。

警察が実施する指導班の派遣及び講習会

防犯指導班「ひまわり」の活動状況

非行防止指導班「あおぞら」の活動状況

非
行
防
止
教
室

交通安全教育指導班「ふれあい」の活動状況

薬物乱用防止講習会
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５　サイバーセキュリティ講演
　サイバー対策課では、年々
悪質化・巧妙化するサイバー
犯罪に巻き込まれないように
するため、県内の学校や事業
者等を対象とした講演を行っ
ています。

６　悪質商法対策講演
　生活経済課では、社
会情勢に応じて発生す
る悪質商法について、
県内の高齢者や若者を対
象に被害防止等の講演を
行っています。

７　命の大切さを学ぶ教室・犯罪被害者
      支援講義
　犯罪被害者支援室では、社会全体で被害者を
支え、被害者も加害者も出さない街づくりの
気運の醸成を図る施策の一環として、犯罪被害
者遺族等による「命の大切さを学ぶ教室（小・
中・高校生対象）」及び「犯罪被害者支援講義
（大学・専門学校生対象）」を行っています｡

８　痴漢犯罪防止講話
　鉄道警察隊では、これまで学校等に赴き実施
していた痴漢防止講話の内容を、より分かりや
すくまとめた動画を作成し、YouTube（埼玉県警
察公式チャンネル）で配信しています。
　デジタル版痴漢犯罪防止講話として、県内の学
校や事業者等への視聴を勧めています。

サイバーセキュリティ講演

悪質商法対策講演

命の大切さを学ぶ教室の開催状況

痴漢犯罪防止動画視聴会の様子

◆各指導班の派遣及び講習会等のお申し込み方法の詳細は、
　県警ホームページをご覧ください。
　https://www.police.pref.saitama.lg.jp/

埼玉県警察
ホームページ
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　ここ数年、覚醒剤事犯の検挙人員は減少傾向にありますが、一方で、大麻事犯の検挙人員は、若年層（年齢30歳
未満）を中心に依然として高い水準にあります。
　インターネット等では、「大麻は無害」、「依存性がない」など大麻の有害性を否定する情報が氾濫しています
が、大麻の乱用は、学習能力（記憶力）や運動能力（瞬時の反応）の低下等の健康被害を招くと言われていますの
で、誤った情報に流されないようにしましょう。
　県警では、引き続き、大麻乱用者の取締りと大麻の有害性を周知する広報啓発活動を強化していきます。

大麻事犯の現状
大麻は有害で、所持は違法です

埼玉県警察官募集

話 題 記 事

令和５年度埼玉県警察官採用試験

事件で押収した大麻草・大麻製品検挙人員に占める若年層の推移

85

123

119

143

123

47

62

68

90

70

0 20 40 60 80 100 120 140 160

H30

R元

R2

R3

R4

若年層

大麻 大麻タバコ

大麻リキッド

※埼玉県警察事務職員採用試験については、埼玉県
　人事委員会事務局ホームページを参照ください。

男　性 17人
女　性 10人
男　性 ５人
女　性 ３人
男　性 75人
女　性 10人
柔　道 ２人
剣　道 １人

123人

第２回 申込期間 ７/13( 木 ) ～８/23( 水 )

合計

区分 採用予定
Ⅰ類

Ⅱ類

Ⅲ類

武道・体育指導Ⅰ類

男　性 190人
女　性 20人
男　性 10人
女　性 ５人
男　性 10人
女　性 ５人
中国語 １人

ベトナム語 １人
トルコ語 ２人
柔　道 ２人
剣　道 ２人

２人
２人

252人

第１回　申込期間　３/１( 水 ) ～４/７( 金 )
区分 採用予定

Ⅰ類

Ⅱ類

Ⅲ類

国際捜査Ⅰ類

武道・体育指導Ⅰ類

サイバー犯罪捜査Ⅰ類
サイバー犯罪捜査Ⅱ類
合計

（人）



埼玉県警察ホームページ
県警察からのお知らせ、防犯・交通安全情報、各種手続に関する情報等、さまざまな情報を掲載しています。

ＹｏｕＴｕｂｅ（埼玉県警察公式チャンネル）
県警察のさまざまな活動や、防犯・交通安全に関する啓発動画を掲載しています。

埼玉県警察メールマガジン「犯罪情報官ＮＥＷＳ（ニュース）」
県内における不審者情報等の防犯情報をメール配信しています。

埼玉県警察犯罪情報官 Twitter（ツイッター）・Facebook（フェイスブック）等
県内における不審者情報等の防犯情報や防犯イベントに関する情報等を発信しています。

Yahoo!（ヤフー）防災速報
スマートフォン用アプリを活用し、県内における不審者情報等の防犯情報を発信しています。

交通事故情報メールマガジン
県内における交通事故(死亡・重傷事故)情報や交通安全イベントに関する情報等をメール配信しています。　

YouTube
(埼玉県警察
公式チャンネル)

ユーチューブ

事件事故発生マップ
犯罪や交通事故の発生場所が一目で分かるよう地図上に表示しています。
地図上で確認できる犯罪・交通事故は次のものです。

犯　罪 路上強盗・ひったくり・自動車盗・車上ねらい・子どもを狙った不審者情報

交通事故 死亡交通事故・重傷交通事故・軽傷交通事故

事件・事故等 情報サイトのご紹介

ＳＮＳ等アクセス一覧

埼玉県警察
ホームページ

埼玉県警察
犯罪情報官
Twitter

埼玉県警察
メールマガジン
｢犯罪情報官NEWS｣
（登録・変更・解除）

事件事故
発生マップ　

データのダウンロードについては、多額の通信費が発生する場合がありますのでご注意ください。

ツイッター

埼玉県警察本部
特殊詐欺対策室
Twitter
ツイッター

ニュース

埼玉県警察
犯罪情報官
Facebook

ツイッター

埼玉県警察本部
交通部交通総務課
Twitter

埼玉県警察への
ご意見・ご要望
メールフォーム

電子申請届出
手続一覧

フェイスブック

埼玉県警察
犯罪情報官
Instagram
インスタグラム

Yahoo!防災速報
ヤフー
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